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平成１２年１２月期　　　　個別財務諸表の概要　　　　平成１３年 ２月 ２１日

　アサヒビール株式会社　　　　　　上場取引所（東証・大証・名証各第１部・京証）
　コ ー ド 番 号   ２ ５ ０ ２　　　　　　　　　　 本社所在都道府県　　東京都
　問 合 せ 先　　　責任者役職名 　　広 報 部 長
　　  　　　　氏　　　　　名　 　　古 田 土 　俊　男　　　　　　　　　 ＴＥＬ ０３（５６０８）５１２６
　決算取締役会開催日　平成１３年２月２１日　　　　　　　　　　　　　　中間配当制度の有無　　：　　有
　定時株主総会開催日　平成１３年３月２９日

　　１．平成１２年１２月期の業績（平成１２年１月１日～平成１２年１２月３１日）

　　(1)経営成績 　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨て)

 　　　　　　　 

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　％

平成１２年１２月期 １，０５４，６４９    0.2 　７０，５２５　　   1.6 　１０，０４６　 △84.8

平成１１年１２月期 １，０５２，５１３    2.3 　６９，４４７　  △ 4.9 　６６，１６２　　 31.3

　　　　　　　

　　　　　　　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

　百万円　　　％ 円 　銭   　 円 　銭 ％ ％ ％

平成１２年１２月期 △９，６５８　   － △１９　３９ △２．６ ０．９ １．０

平成１１年１２月期 　　　９６０   △89.1 １  ９３ ０．３ ６．２ ６．３

　　(注)　　　　　　　　　　　　　平成１２年１２月期　　４９７，９９０，８７８株
　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１１年１２月期　　４９７，９４１，７７６株

２．会計処理の方法の変更　有

３．平成１１年１２月期より税効果会計を適用しております。

４．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率

　　(2)配当状況

中　　間 期　　末
配当金総額
（ 年　間 ）

株主資本
配当率

　円　　銭 　円　　銭 　円　　銭 百万円 ％ ％

平成１２年１２月期  １２　００ 　６　００ 　６　００ ５，９７４ １．６

平成１１年１２月期  １２　００ 　６　００ 　６　００ ５，９７５ ６２２．３ １．６

　　(3)財政状態

　　百万円 　百万円 ％ 円　　銭

平成１２年１２月期 １，１３４，１２０ 　３６２，３６８ 　 ３２．０ 　　　７２７　６６

平成１１年１２月期 １，０５４，８０７ 　３７８，０８８  　３５．８ 　　　７５９　２３

　　 (注)　　　　　　　　　　　　平成１２年１２月期　　４９７，９９２，５４０株
　　　　　　　　　　　　　　　　 平成１１年１２月期　　４９７，９８９，６７０株

　　２．平成１３年１２月期の業績予想（平成１３年１月１日～平成１３年１２月３１日）

　中　　間　　 期　　末

百万円 百万円 　百万円 円　 銭    円　 銭  円　 銭

中 間 期 　５００，０００ １１，０００ １，０００ ６　００   

通    期 １，１３５，０００ ６２，０００ １２，０００   ６　００ １２　００

　　（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）２４円１０銭

売　上　高 営業利益 経常利益

当期純利益

１．期中平均株式数

配当性向１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

売　上　高 経 常 利 益 当期純利益
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

１株当たり
株主資本 株主資本比率株 　主 　資 　本総　　資　　産

期末発行済株式数

－１－



比　較　貸  借  対  照  表
　　　　　　（ 平 成 １２ 年 １２ 月３１ 日 現在 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比 （△印減）

〔資産の部〕

流 動 資 産 ４４１，６５２

％

３８．９ 　　３７３，９６０

％

３５．５ ６７，６９１

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

自 己 株 式

商 品 ・ 製 品

半 製 品

原 材 料

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

２，６６５

１７，９１６

１７５，５７４

６７，４７５

１０

５，２６２

８，１２６

２２，００４

７，９８５

１１２，４６０

５， ０３４

１５，３６８

１，１４７

１，６０７

△　　　　９９１

６９２，４６８ ６１．１

１５，２７３

２１，３６５

１５３，０３２

１０９，３８８

７

５，９６９

８，４２９

２６，５６１

８，２４２

１，５３２

６， ４２２

１７，１０９

５７３

８７９

△　　　　８２９

６８０，８４６ ６４．５

△１２，６０８

△　３，４４８

２２，５４２

△４１，９１２

２

△　　　７０６

△　　　３０２

△　４，５５７

△　　　２５７

１１０，９２８

△ １，３８７

△　１，７４１

５７３

７２８

△　　　１６２

１１，６２１

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 及 び 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

自 己 株 式

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

５７０，７７６

１５９，２２０

１８０，０７９

１３６，３３６

１７，５１２

７７，６２７

７，６２９

１１４，０６１

９，１６６

５７，２３９

１１３

４，６７５

１５，６２７

４１，５８５

△　１４，３４５

５６５，７０３

１５８，２３０

１７６，５３６

１３６，３０２

１７，２６１

７７，３７２

３，９８１

１１１，１６１

６，３２７

５９，８３２

７，５１８

４，００９

４２，５００

△　　９，０２７

５，０７３

９９０

３，５４２

３３

２５１

　　２５５

３，６４８

２，８９９

２，８３９

△　２，５９２

１１３

△　２，８４３

１１，６１７

△ ９１５

△　５，３１８

資　産　合　計 １，１３４，１２０ １００．０ １，０５４，８０７ １００．０ ７９，３１３

 科　　　目

－２－

（金額単位：百万円）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期 増 減 金 額

金 額 構成比 金 額 構成比 （△印減）

〔負債の部〕

流 動 負 債 ５１２，３０７

％

４５．１ ４５４，９４３

％

４３．２ ５７，３６３

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年以内償還社債

未 払 金

未 払 酒 税

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

預 り 金

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ

そ の 他

固 定 負 債

１９５

４２，７６３

７６，２０９

５０，１５０

３０，１１８

１３６，２８９

８，８１１

２，３６３

３６，３７８

６９， ９６６

５９，０００

６０

２５９，４４４ ２２．９

１，４２４

４６，４５８

３６，１１７

５０，０００

２６，５３７

１３８，３１０

１０，９５９

３，４５５

３７，９８５

１０３， ６３２

６３

２２１，７７４ ２１．０

△　１，２２８

△　３，６９４

４０，０９２

１５０

３，５８１

△　２，０２０

△　２，１４７

△　１，０９２

△　１，６０６

△ ３３，６６５

５９，０００

△　　　　　３

３７，６６９

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 金

長 期 預 り 金

退職給与引当金

１６３，８６９

４４，５００

１， ８００

３０，５３６

１８，７３８

１６４，０２１

４８，２７０

１， ８００

７，６８３

△　　　１５２

△　３，７７０

３０，５３６

１１，０５４

負　債　合　計 ７７１，７５１ ６８．０ ６７６，７１８ ６４．２ ９５，０３２

〔資本の部〕

資 本 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

その他の剰余金

（うち当期純利益又は

　　　当期純損失（△））

１７７，６６５

１６９，４５７

８，０８４

７，１６１

（△　９，６５８）

１５．７

１５．０

０．７

０．６

１７７，６６４

１６９，４５６

７，４７８

２３，４８９

（９６０）

１６．８

１６．１

０．７

２．２

１

０

６０６

△１６，３２８

 (△１０，６１８)

資　本　合　計 ３６２，３６８ ３２．０ ３７８，０８８ ３５．８ △１５，７１９

負 債 資 本 合 計 １，１３４，１２０ １００．０ １，０５４，８０７ １００．０ ７９，３１３

　  

 科　　　目

－３－

（金額単位：百万円）



貸借対照表の注記

（金額単位：百万円）

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期 増減金額

金　　額 金　　額 （△印減）

１．有形固定資産に対する減価償却累計額 ２８４，５２２ ２５４，８５３ ２９，６６９

株 数  ( 株 ) １０８，６３６ ６，７２８ １０１，９０８２．自 己 株 式

金 額 １２３ ７ １１５

３．債権流動化による売掛債権譲渡高 １４，９７５ △１４，９７５
　　（注）上記「自己株式」にはストックオプション制度により取得した自己株式９９，０００株が含まれております。

　　４．保証債務
　　（１）銀行借入等に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期 増減金額

金　　額 金　　額 （△印減）

保 証 債 務 ６，０２５ １１，３０６ △　５，２８１

保 証 予 約 １０，０２２ １２，１０２ △　２，０８０

経 営 指 導 念 書 等 ４２，８１５ ６８，９５０ △２６，１３５

　
 　（２）デリバティブ取引に対する保証債務等　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期 増減金額

金　　額 金　　額 （△印減）

契 約 額 等 ３，７００ ５，０００ △　１，３００
保 証 予 約

評 価 損 益 ４６２ ６２４ △　　　１６２

契 約 額 等 ２８，４０１ ４２，５０３ △１４，１０２
経 営 指 導 念 書 等

評 価 損 益 ５６８ １，３７６ △　　　８０８

（注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスク等を回避する目的のもの
　　　であります。

　　５．平成１２年１２月期中の発行済株式数の増加内訳

１　株　当　た　り

転 換 価 格 資本組入額

千株 　　　　　　円　　銭 円

第２回物上担保附転換 ２ ６９６　８０ ３４９

転　換　社　債　計 ２
　　　　　　　 　　　　　　

合　　　　　　　計 ２
　　　　　　　 　　　　　　

　

摘　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　要

摘　　　　　　　　　要

平 成 １ ２ 年 １ ２ 月 期

増 加 株 式 数
銘　　　　　柄

－４－



比　 較　 損　 益　 計　 算　 書
（平成１２年１月１日～平成１２年１２月３１日）

科 目
平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

増 減 金 額

金 額 百分比 金 額 百分比 （△印減）

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費（＊）

１，０５４，６４９

７９８，８８７

１８５，２３６

％

１００．０

７５．７

１７．６

１，０５２，５１３

７９２，９４７

１９０，１１７

％

１００．０

７５．３

１８．１

　２，１３６

　５，９３９

△４，８８０

営 業 利 益 ７０，５２５ ６．７ ６９，４４７ ６．６ １，０７７

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

有 価 証 券 売 却 益

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

雑 損 失

２，５３５

１，８７３

６６２

６３，０１４

６，８５８

４１，０６７

１５，０８８

０．２

６．０

１６，５５４

１，９７６

１３，５１２

１，０６５

１９， ８４０

１２，３８５

７，４５４

１．６

１．９

△１４，０１９

△　　 １０３

△１３，５１２

△　 　４０２

　４３，１７４

△　５，５２７

４１，０６７

７，６３４

経 常 利 益 １０，０４６ １．０ ６６，１６２ ６．３ △５６，１１５

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

子 会 社 株 式 売 却 益

特 別 損 失

固定資産売却除却損

投資有価証券評価損

子 会 社 整 理 損 失

子 会 社 支 援 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損

ゴルフ会員権売却損等

退職給与引当金繰入額

役 員 退 職 慰 労 金

１４９

１４３

６

２４，９９６

４，９４８

１，２４２

４４０

３，１３０

２，８６８

１１，４９１

８７３

０．０

２．４

２６，９０７

１３，６９８

１３，２０８

８５，５４６

６， ３４３

３３，６４３

４２，３００

３，１３０

１２８

２．５

８．１

△２６，７５８

△１３，５５５

△１３，２０２

△６０，５５０

△　１，３９４

　　１，２４２

△３３，２０２

△４２，３００

△　　　　０

　　２，８６８

１１，４９１

７４４

税引前当期純利益又は

税引前当期純損失（△） △１４，８００ △１．４ ７，５２３ ０．７ △２２，３２３

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

７，０５０

△１２，１９１

０．７

△１．２

１０，４４０

△　３，８７６

１．０

△０．４

△　３，３９０

△　８，３１４

当 期 純 利 益 又 は

当 期 純 損 失 （ △ ） △　９，６５８ △０．９ ９６０ ０．１ △１０，６１８

前 期 繰 越 利 益 １，１５２ ３，３６８ △　２，２１５

過 年 度 税 効 果 調 整 額 ７０７ △ 　　７０７

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う

固定資産圧縮積立金取崩高 ２，５７７

　　

△　２，５７７

中 間 配 当 額 ２，９８７ ２，９８７ △　　　　０

中 間 配 当 に 伴 う

利 益 準 備 金 積 立 額 ２９８ ２９８ △　　　　０

当 期 未 処 分 利 益 又 は

当期未処理損失（△） △１１，７９１ ４，３２６ △１６，１１８

　　　　　　　　　　　 　　　 －５－

（金額単位：百万円）



（＊）販売費及び一般管理費の主要な費目及び及び金額は次の通りです。

（金額単位：百万円）

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

販売奨励金及び手数料

広告宣伝費

運搬費

貸倒引当金繰入額

従業員給与手当

従業員賞与

退職給与引当金繰入額

減価償却費

その他

５４，７７０

３１，８０８

１８，８４３

１，９７０

１６，４６４

５， ６７８

８９５

５，９７４

４８，８３１

６２，７２２

３０，４５４

２０，１２５

８９９

１６，２２８

５，５１１

９５７

４，４７７

４８，７４１

１８５，２３６ １９０，１１７

－６－



利　　益　　処　　分　　案

（金額単位：百万円）

増 減 金 額

（△印減）

当 期 未 処 分 利 益 又 は

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）

別 途 積 立 金 取 崩 額

固定資産圧縮積立金取崩額

計

△１１，７９１

１５，５７６

２３７

４，０２２

４，３２６

２０９

４，５３６

△１６，１１８

１５，５７６

２８

△　　５１４

この処分は次の通りであります。

利 益 準 備 金

配 当 金

取 締 役 賞 与 金

監 査 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益

２９９

２，９８７

７３６

３０８

２，９８７

８０

８

１，１５２

△　　　　９

△　　　　０

△　　　８０

△　　　　８

△　　４１６

普 通 株 式
　　　

１２　００ 　６　００ ６　００ １２　００ ６　００ ６　００

部　門　別　売　上　高
（平成１２年１月１日～平成１２年１２月３１日）

　平成１２年１２月期 　平成１１年１２月期 増　減　率

金 額 金 額 （△印減）

ビ ー ル

ワ イ ン

そ の 他 の 酒 類

不 動 産

１，０４１，１２２

６，９４９

４，７９２

１，７８５

１，０３８，０８８

６，７１０

３，９９５

３，７１８

％

０．３

３．６

２０．０

△　５２．０

合　　　　　　　計 １，０５４，６４９ １，０５２，５１３ ０．２

　　　　　　　　　　　　  

摘　　　　　要 平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

区　　　　　分

１株当たり配当金

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

期　　末中　　間年　　間期　　末中　　間年　　間

円　 銭円　 銭円　 銭円　 銭円　 銭円　 銭

－７－

（金額単位：百万円）



［重要な会計方針］

１．有価証券の評価基準及び評価方法････････移動平均法に基づく原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品、製品、半製品･･･････総平均法に基づく原価法（但し販売用不動産は個別法に基づく原価法）

(2) 原材料、貯蔵品･･･････････移動平均法に基づく原価法

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産　 ①生産設備････････････････････････････････････････････定額法

　　　　　　　　　　　　上記のほか、東京工場の閉鎖とともに除却する生産設備については除却時の

　　　　　　　　　　　　未償却額を除却予定日までの期間に基づいて償却しております。

② 物流設備ほか（平成１０年４月１日以降取得の建物　　）････定額法

③ 上記以外の物流設備ほか･･････････････････････････････定率法

　　　　　　　　　　（*）ただし、建物附属設備は除く。

(2)無形固定資産 ･････････････････定額法(**)

　　　　　　(**)ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法

４．繰延資産の処理方法 ･････････繰延資産については、支出時に全額費用としております。

５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、法人税法の規定による法定繰入率に基づく引当の

ほか、債権の回収の可能性を考慮して計上しております。

(2)退職給与引当金･･･従業員の退職金のうち適格退職年金制度への未移行部分の支給に備えるため、自己都合

退職による期末要支給額の１００％を計上しております。

　　　　　　　　　　

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 適格退職年金制度に関する事項

　　昭和５８年７月１日より、従来の退職金制度の５０％相当分を適格退職年金制度に移行しております。

(2) 消費税等の処理

　　消費税等は税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税については、全額費用

　　として処理しております。

＊

－８－



［会計方針の変更］

　従業員の退職給与引当金については、従来、自己都合退職による期末要支給額（適格退職年金制度採用部分を

除く）の４０％を計上していましたが、当会計年度より自己都合退職による期末要支給額の１００％を計上する

ことに変更しました。

　この変更は、平成１２年１０月に策定した「グループ中期経営計画」における主に営業体制を中心とした人員

施策の見直しに基づき、従業員の年齢構成及びその勤続期間の長期化に対応した将来の退職金支給額を検討した

結果、従来の基準では退職給与引当金が不足するため、退職給与引当金の基準を見直す必要性が生じましたこと、

及び近年の退職給与を巡る会計環境の変化に対応し、財務内容の健全化と期間損益の一層の適正化を図るために

行いました。

　この変更により、前会計年度と同一の基準によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は２４６百万円それぞ

れ増加し、過年度相当分１１，４９１百万円を特別損失に計上した結果、税引前当期純損失は１１，２４５百万

円増加しております。

なお、「グループ中期経営計画」における施策の具体的な決定及び実施が当下半期であったため、会計処理の

変更は当下半期からとなりました。従って、当中間期においては従来の方法によっており、当期末と同じ方法を

採用した場合に比べ、営業利益及び経常利益がそれぞれ３２６百万円少なく、税引前中間純利益は１１，１６５

百万円多く計上されております。

　［表示方法の変更］

　特約店から預かっている契約に伴う保証金は、従来流動負債の「預り金」（前期末残高２９，９９７百万円）とし

て表示しておりましたが、特約取引契約内容の改定により契約期間が２年以上と明確となったため、当期から固定負

債の「長期預り金」（当期末残高３０，５３６百万円）として表示しております。

［追加情報］

１． 東京工場の閉鎖とともに除却する生産設備については、期間損益を適正に算定するため、通常の減価償却費

に加えて、除却時の未償却額を除却予定日までの期間（３年）に基づいて償却し、営業外費用として処理し

ております。

２． 自社利用のソフトウエアについては「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」（日本公

認会計士協会　会計制度委員会報告第１２号　平成１１年３月３１日）の経過措置の適用により、従来の会

計処理方法を継続しております。ただし、同報告により上記にかかるソフトウエアの表示については、当会

計期間より「投資その他の資産」の「その他」から「無形固定資産」に変更しております。なお、減価償却

方法は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

－９－



［リース取引関係］

   

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　　　　　　 平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

　　　　　　 機械及び

装 置

工具・器

具・備品

その他 合計 機械及び

装 置

工具・器

具・備品

その他 合計

取 得 価 額

相 当 額 45,914 37,004 77 82,996 45,914 34,639 70 80,624

減 価 償 却

累計額相当額 20,608 18,112 39 38,760 16,292 15,753 34 32,080

期 末 残 高

相 当 額 25,306 18,892 37 44,236 29,622 18,885 36 48,544

②未経過リース料期末残高相当額

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

１　　　　　年　　　　　内 １０，７３５ １０，０５９

１　　　　　年　　　　　超 ３６，３１５ ４１，４０９

 合  　　　　　　　　　　計 ４７，０５１ ５１，４６９

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

　支 払 リ ー ス 料 １２，９１６ １２，４４４

　減 価 償 却 費 相 当 額 １０，４２７ 　９，９６４

　支 払 利 息 相 当 額 　２，３７３ 　２，６９７

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・ 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

 おります。

・ 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、

　各期への配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

　・未経過リース料

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

１　　　　　年　　　　　内 　９ 　９

１　　　　　年　　　　　超 １６ ２１

 合  　　　　　　　　　　計 ２５ ３１

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

（金額単位：百万円）

－１０－



［有価証券の時価等関係］

※当連結会計年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

有 価 証 券 の 時 価 等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円）

　　　　　　　　
平成１１年１２月期

（平成 11 年 12 月 31 日現在）

貸借対照表

計　上　額 時　価 評価損益

　( 1 ) 流 動 資 産 に
　　　属 す る も の

　　　株 式

　　　債 券

　　　そ の 他

109,396

─

―

90,655

─

―

△18,740

─

―

　　 小    　計 109,396 90,655 △18,740

　( 2 ) 固 定 資 産 に
　　　属 す る も の

　　　株 式

　　　　(内関係会社株式)

　　　債 券

　　　そ の 他

13,604

(13,604)

─

─

39,540

(39,540)

─

─

25,936

(25,936)

─

─

　　 小    　計 13,604

(13,604)

39,540

(39,540)

25,936

(25,936)

　　 合    　計 123,000

(13,604)

130,196

(39,540)

7,195

(25,936)

（注）

１．時価（時価相当額を含む）の算定方法

①上　場　有　価　証　券　　東京証券取引所及び大阪証券取引所等の最終価格であります。

②店 頭 売 買 有 価 証 券　　日本証券業協会が発表する最終売買価格等であります。

２．流動資産に属する株式には、自己株式を含んで表示しております。

なお、評価損益は次の通りであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年12月期）  　　

　　　　　　　　　(流動資産に属するもの)　　　　　　　 　　△ 0 百万円  

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成11年12月期）   

 (固定資産に属するもの)店頭売買株式を除く非上場株式　　　　 51,964百万円   

　　　　　　　　　　　（うち関係会社株式）　　　　　　　　(46,228百万円)

　　　　　　　　　　　非公募の内国債券　　　　　　　　　　　　591百万円

種　　類

－１１－



［デリバティブ取引関係］

※当連結会計年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益
１．金利関連

金利スワップ取引

受取固定

　　支払変動

　支払固定

　　　受取変動

　

12,000

47,000

  ―

  ―

231

△1,104

231

△1,104

59,000   ― △872 △872

　（注）１．金利スワップ取引の時価は契約を約定した金融機関から提示された価格によって算出しております。

２．上記金利スワップ契約における想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を
示すものではありません。

区
　
分

市
場
取
引
以
外
の
取
引

合　　　計

種　　類

平 成 １ １ 年 １ ２ 月 期
（平成１１年１２月３１日現在）

契 約 額 等

うち１年超 時　価 評価損益

（金額単位：百万円）

－１２－



［税効果会計関係］

平成１２年１２月期 平成１１年１２月期

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別内訳

（繰延税金資産）

　　　貸倒引当金損金算入限度超過額

　　　賞与引当金損金算入限度超過額

　　　退職給与引当金損金算入限度超過額

　　　未払事業税否認

　　　子会社株式評価損否認

　　　固定資産見積撤去費用否認

　　　減価償却費損金算入限度超過額

　　　投資有価証券評価損否認

　　　そ　の　他

　　繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

　　　　固定資産圧縮積立金

　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主要な項目別の

　　内訳

　　法定実効税率

　　（　調　整　）

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　　　そ　の　他

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

（百万円）

５，８５７

１３８

５，２５０

２１２

２，６１８

７５２

１，１４１

５１９

２，５４２

１９，０３１

△　２，２５６

△　２，２５６

１６，７７５

（％）

４１．８

△　　９．９

２．５

　　　　０．３

３４．７

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

　　主な原因別内訳

（繰延税金資産）

　　　貸倒引当金損金算入限度超過額

　　　賞与引当金損金算入限度超過額

　　　退職給与引当金損金算入限度超過額

　　　未払事業税否認

　　　子会社株式評価損否認

　　　固定資産見積撤去費用否認

　　　そ　の　他

　繰延税金資産合計

（繰延税金負債）

　　　　固定資産圧縮積立金

　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

　　負担率との差異の原因となった主要な項目別の

　　内訳

　　法定実効税率

　　（　調　整　）

　　交際費等永久に損金に算入されない項目

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項

目

　　住民税均等割

　　税率変更による影響額

　　そ　の　他

　税効果会計適用後の法人税等の負担率

（百万円）

３，５７３

１２５

２５０

３０２

１，３０９

７５２

６９６

７，０１０

△　２，４２６

△　２，４２６

４，５８３

（％）

４７．４

３３．３

△ 　　５．６

１．９

６．９

３．３

８７．２

－１３－



［重要な後発事象］

１．平成１３年２月１日を株式交換期日とするニッカウヰスキー株式会社及び株式会社アサヒビールシステムの

両社を当社の完全子会社とするための簡易株式交換に伴い、同日額面普通株式７，８７１，９２３株を発行

しました。

２．平成１３年１月１５日付基本合意書に基づき、同年２月２１日付で同年４月１日を譲渡日とするニッカウヰ

スキー株式会社から販売部門の営業を譲り受けるための営業譲渡契約を締結しました。

－１４－


